
脱・電柱社会
～日本の空を取り戻そう！～

無電柱化事業の現状 ７

NPO法人電線のない街づくり支援ネットワークは、
電柱や電線の無い、安全安心で、美しい景観の街にするため、

街づくりを行うすべての機関を支援しています！
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ケーブル埋設用掘削機械

（トレンチャー）を活用した

施工の手引き

令和7年3月

国立開発法人 土木研究所研究所

寒地土木研究所

TRENCHER

第2版

トレンチャー工法は、専用の掘削機械により高速で溝を掘削し、

地中に管路を敷設することで、従来工法に比べて2～3倍の施工速

度が期待される、電線類地中化の新たな工法です。

今回、これまでの試験や実現場における施工データを収集・蓄

積し、実践的な技術資料として「ケーブル埋設用掘削機械（トレ

ンチャー）を活用した施工の手引き」の改訂を行いました。

＜主な改訂内容＞

・土砂排出用ベルトコンベヤ付機械を詳しく紹介！

・詳しい施工手順と施工効率向上のポイントを解説！

・発注・設計時における導入検討フローを新たに追加！

▲最新のトレンチャー仕様を紹介

寒地機械技術チームHPよりダウンロードできます。

URL https://kikai.ceri.go.jp/download/

最新トレンチャーの掘削能力を紹介

発注者向けの導入検討フローを新たに追加 NEW!

施工手順と施工効率向上のポイントを解説
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▲狭隘断面での落とし込み敷設

狭い掘削溝は地上で接続して
落とし込むことで施工可能

土砂排出用ベルトコンベヤ機構を有した最新

機種の能力、また、現場に合わせた設定方法な

どを紹介しています。

掘削断面に応じた掘削スピードを計算式で

算出できるようにグラフを追加。施工計画立

案や工期短縮効果の算定などに活用できます。

▲設計断面寸法から掘削スピードを計算式で算出！

▲掘削刃の設定手法を紹介

トレンチャーに特化したコンパクト設計の考え方や、

狭隘な断面に適応できる管路敷設方法、また地中探査

の手法などを紹介しています。

1. 施工環境の把握

2. 施工断面の設定

3. 日進延長、工事延長の設定

4. 導入効果の把握

5. 新技術の活用・登録
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▲コンパクト断面設計でコスト縮減

掘削工程の短縮により管路
敷設の日進延長が延伸し、
工期短縮が可能

切り抜いたように溝を
掘れるので、隙間無く
管路を収められる！

設計断面からの日進延長

算出方法、工期短縮・コス

ト縮減算出方法などを紹介。

導入検討の参考資料に！

▲トレンチャーに適した環境とは ▲発注・設計時の検討事項を見える化

お問い合わせ先 〒062-8602 札幌市豊平区平岸1条3丁目1番34号
TEL:011-590-4049 https://kikai.cer.go.jp

国立研究開発法人土木研究所 寒地土木研究所 寒地機械技術チーム 国立研究開発法人 土木研究所

寒地土木研究所
１

「ケーブル埋設用掘削機械（トレンチャー）

を活用した施工の手引き」 第2版 を発行しました
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一般財団法人

日本みち研究所これからの無電柱化推進計画のあり方

法律に基づく無電柱化の主体の明確化

〇無電柱化法5条では電線管理者の責務とされているにも

かかわらず、現在の推進計画では多くの場合、道路管理

者、地方自治体が主体となっている。

〇法律を遵守し、電線管理者が無電柱化の主体であること

を明記しすることが重要である。電線共同溝はあくまで無

電柱化を実現するための支援施策として位置づけるべき。

占用制限制度の厳格な運用

〇無電柱化法12条前段規定に基づき平成30年3月に道路法省令が改正された。

〇道路事業や面整備との一体的に地中化工事が行われない場合には、その後は電柱・電線の設置は認められないはず 

    であるが必ずしもそうなっていない。

〇運用の厳格化を図るべき。

〇電線・電柱は義務占用物件ではあるが無余地性は条件となっている。しかしながら占用許可更新時には審査されずに、

    ひいては道路上に電線・電柱を野放しにさせる結果となっている。

〇厳格な運用とそのための体制整備を図るべき。

既存電柱の撤去の推進：占用制限

〇平成30年3月のあり方委員会において、既存電柱の占撤去については、10年程度の猶予を与えることで法的な問題はな

いとされたにもかかわらず、道路法37条の占用制限は課長通達により新設に限定している。

〇早急に既存電柱にも広げるべき。

2019.3 無電柱化推進あり方委員会資料

〇同あり方委員会において、無電柱化法12条後段規定を発動し道

 路整備・面開発にあたり既存電柱を撤去する ことは、10年の猶予

 期間を設けることで補償の必要はないとされている。

〇早急に12条後段規定の発動のための省令か改正を行うべき。

はじめに

〇現在、法定第三期無電柱化推進計画策定の取組が始まっている。低コストで無電柱化を推進していくためには、

無電柱化推進法の趣旨に基づき、以下の７点に留意する必要がある。

（関係事業者の責務）

第五条 道路上の電柱又は電線の設置及び管理を行う

事業者（以下「関係事業者」という。）は、第二条の基本

理念にのっとり、電柱又は電線の道路上における設置

の抑制及び道路上の電柱又は電線の撤去を行い、並び

に国及び地方公共団体と連携して無電柱化の推進に資

する技術の開発を行う責務を有する。

（電柱又は電線の設置の抑制及び撤去）

 第十二条 関係事業者は、社会資本整備重点計画法、都市計画法第四条第七

項に規定する市街地開発事業その他これらに類する事業が実施される場合には、

これらの事業の状況を踏まえつつ、電柱又は電線を道路上において新たに設置

しないようにするとともに、当該場合において、現に設置し及び管理する道路上の

電柱又は電線の撤去を当該事業の実施と併せて行うことができるときは、当該電

柱又は電線を撤去するものとする。

既存電柱の撤去の推進：同時整備

3

注）この資料は（一財）日本みち研究所の提言を掲載したものです。



◆お問い合わせ先◆ 一般財団法人 日本みち研究所 E-mail ：michiken@rirs.or.jp   

〇道路事業が行われる場合に既存道路の付け替えが発生する。当該道路上の電柱は地中化されずに移設されること

が多い。この要因として、電線管理者側は迅速に工事を進めたいこと、道路管理者側は法律に関する知識と経験不

足から地中化に思いが至らないことが挙げられる。

○下記の事例では、無電柱化法の趣旨を踏まえ、付け替え工事にあわせ地中化している。道路管理者が電線管理者

に対して無電柱化法の趣旨を伝え粘り強く交渉した結果、既存電柱の移転補償にあたり電線管理者が地中化（単独

地中化）を実施した。

建設負担金の見直し

外部不経済効果の内部化：占用料金の見直し

〇無電柱化は法律まで制定し国策として実施しているにもかか

 わらず、道路占用料がそうした施策に対応したものとはなっ 

 ていない。

〇政策推進に適応した形で占用料金の見直しを実施するべき。

外部経済効果の内部化：電線管理者のインセンティブ

〇レベニューキャップ制度により電力会社は無電柱化による費用は回収できることになったが、利益を生むものではな

いため、前向きに取り組む動機に乏しい。

〇外部経済効果に相当する部分はインセンティブと見なし費用として計上できないか。

〇あわせて通信事業者においても無電柱化費用を料金として回収できるようにするべき。

〇電線共同溝事業における電線管理者分の負担の考え方が現実

 的ではなく、極めて電線管理者側に配慮したものとなっている。

〇掘削及び埋戻し費用を1000万円／Kmとしているが、これは道

 路交通を全く考慮しない前提であり、現実的には数十倍に上ると

 想定。

〇現在は公共事業予算は大変厳しく、また電力会社はレベニュー

 キャップ制度により負担金は費用に計上できることから、実態に

 あった負担とするべき。

H8.1 H20.4 H23.4 H26.4 H29.4 R2.4 R5.4

第1種電柱 2,200 1,100 1,200 1,400 1,600 1,700 1,900 

第2種電柱 3,400 1,600 1,800 2,100 2,400 2,600 2,900 

第3種電柱 4,700 2,200 2,400 2,800 3,300 3,500 3,900 

一般国道23号蒲郡バイパス 一般国道155号豊田南バイパス

事例紹介：法律の趣旨を踏まえ、現場で工夫した無電柱化事業

４

注）条文は読みやすくするため、著者の責において編集している。

mailto:michiken@rirs.or.jp


能登半島地震における電柱倒壊の影響

５

○ 能登半島地震や奥能登豪雨では、法面崩壊や家屋倒壊のほか、電柱倒壊や電線の断線等により長期

の停電が発生し、防災拠点、病院、上下水道、通信等の重要インフラ施設に大きな影響がでた。

○ 無電柱化実施区間では、地震による液状化により地上機器の浮き上がり等の被害はあったが、電線の

断線はなく通電は可能であり、効果を発揮した。

能登半島地震等での課題 （重要インフラ施設の停電）

【無電柱化区間（珠洲市）】

地震直後

【無電柱化未整備区間（輪島市）】

【令和６年奥能登豪雨への対応について】電源車からの仮設住宅へ
の応急送電作業 （送配電網協議会より提供）

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16） 国土交通省道路局資料

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16） 国土交通省道路局資料



改正道路法に基づく道路啓開計画について

国土強靭化実施中期計画における無電柱化の取組み

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

令和6年能登半島地震
における道路啓開

※道路啓開：土砂・瓦礫等、自然災害に伴う道路上の障害物除去

６



無電柱化の進捗状況

第８期推進計画の指標の進捗状況

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

景観
・

観光

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料
７



次期推進計画に向けた主な課題 （たたき台） 2-1

次期推進計画に向けた主な課題 （たたき台） 2-2

項 目

項 目

主な課題

主な課題

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

８



緊急輸送道路における無電柱化の状況

管路整備後の電柱未撤収の状況

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

電柱あり

（道路区域内）

36％

電柱あり

（道路区域内）

44％

無電柱化完了
10％

工事中

１％

工事中

４％

９



スピードアップ （多様な発注方式） の取組み

10

事業のスピードアップ （包括委託の実施状況）

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

補助（包括）

直轄（包括）



新たなコスト縮減の取組み （排水側溝活用）

11

排水側溝と小型ボックスの違い

名称 排水側溝 小型ボックス（電線共同溝）

ポンチ
絵

構造図

目的 道路の路面排水 電力・通信ケーブルの収容空間

特徴等
・設計上、通水断面に2割余裕あり
（＝ケーブル収容空間として今後検討）
・排水勾配により雨水を自然流下

・各戸宅への電力・通信の供給のため、 取出し口
（ノックアウト）を設置

・本体底に水抜き孔を設置

○排水側溝と小型ボックスは形状が似通っているが、目的と細部構造が異なる
○排水側溝を活用する場合、電力や通信を各戸へ供給するため取出し口が必要であり、取
出し口の高さは通水断面以上にする必要がある

←取出し口（ノックアウト）
※孔を開けやすいよう、
薄く作っている

E E

T T

高圧
電力

漏水しない

漏水する 排水孔

↓高圧
電力

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料



コスト縮減技術の活用状況

無電柱化コスト縮減の手引きの策定

12

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料



13

電柱占用制限の取組み②

電柱占用制限の取組み（実施状況）①

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料



地方版 無電柱化推進計画の策定状況

14

電柱占用制限の取組み(沿道区域の届出勧告制度)③

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料



観光地域における無電柱化の支援施策

無電柱化の財政支援措置等 （近年の制度創設分）

15

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料



建設負担金の標準単価の適正化

固定資産税・占用料の減額措置

16

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料

（出典）無電柱化推進のあり方検討委員会 （R7.6.16）国土交通省道路局資料



新設電柱（NTT柱）の調査結果

低コスト化に向けた取組み （特殊部コンパクト化）

17

■ 令和５年度の電柱数は、約▲１万本（減少数は前年度比＋４２％）。

・ 新設電柱は令和４年度と比較し、約１万７千本減少（▲16％）。

・ 支障移転等の機会に合わせて電柱数が減少。

■ 新設電柱のうち、約5割が個別ないし数戸の住宅・施設への供給を目的とするもの。民地が７割弱を占める。

撤去電柱のうち7割強が民地。

■ 特殊部について、コンパクト化に向けた取組を推進。

■ R5年度は通信（NTT）単独のコンパクト化、R6年度はCATV設備を含めた通信全体の設備のコンパクト

  化を検証。

■ 最小構成の場合、通信接続枡は▲18.5%、通信Ⅱ型特殊部は▲50.9%のコンパクト化が可能。



具体的な路線での地上配線の設計検討

地上配線による工期及びコストの削減効果

18

※1 直接工事費のみの比較であり、設計費、現場調査費、間接費等の経費など地中電線路でも同様に必要となる
 費用は含んでいない。

出典：令和６年度資源エネルギー庁委託調査事業

出典：令和６年度資源エネルギー庁委託調査事業



面整備事業における無電柱化推進のためのガイドラインの改訂・充実

（事例紹介）川津場地区田園型居住地創出拠点 （１）

19

１ 事業概要
（出典） 国土交通省都市局資料

国土交通省 都市局

※ガイドラインは国土交通省HPに掲載しております。

市街地開発事業における無電柱化推進のためのガイドライン https://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/content/001899416.pdf

開発事業における無電柱化推進のためのガイドライン  https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/content/001611894.pdf

https://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/content/001899416.pdf
https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/content/001611894.pdf


（事例紹介）川津場地区田園型居住地創出拠点 （２）

（事例紹介）川津場地区田園型居住地創出拠点 （３）
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（出典） 国土交通省都市局資料

（出典） 国土交通省都市局資料



詳しくはプラットフォームHPをご確認ください！

●連絡協議会・分科会の開催
東京都とプラットフォーム会員団体が情報共有・連絡協議する場として開催しています。

●ホームページ、メルマガでの情報共有
プラットフォームの活動状況や東京都の各種補助金を含めた支援策等や会員団体のイベント情報
などを情報発信しています。

●プラットフォーム会員団体の活動支援
プラットフォーム会員団体による省エネ・再エネ住宅に関する普及啓発や技術力の向上等の活動
に対して、補助をしています。

●省エネ・再エネ住宅普及啓発イベントの開催
省エネ・再エネ住宅の推進に向けた都民向けイベントを開催しています。

プラットフォームの活動について

プラットフォーム
メールマガジン

NPO法人電線のない街づくり支援ネットワークは
「東京都省エネ･再エネ住宅推進プラットフォーム」 
の参加団体です。

東京都６局と住宅関係団体５２団体、その会員事業者が一体と
なって省エネ・再エネ住宅の普及促進に取組んでいます。

プラット
フォームHP

省エネ
キャンペーン

2025

地方公共団体にお
ける住宅リフォーム
に係わる支援制度

検索サイト

省エネ・再エネ住宅に関する補助制度について

既存住宅における
断熱リフォーム
支援事業

プラットフォーム
省エネ・再エネ
関連補助金等

国の補助金

東京都の補助金

区市町村の
補助金

エコサポート
環境関連の東京都
補助金・支援策ガイド
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東拓工業(株)
トータクの角型多条電

線管「角型ＴＡＣレック

ス」は、各地方整備局

の電線共同溝マニュア

ルに適合した管路材で

す。無電柱化事業の低

コスト手法として注目

されております。

無電柱化の低コストにつながる最新製品紹介
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(株)イトーヨーギョー
S.D.BOXは、選べるふ

た仕様をラインナップ

・景観への配慮ができる

 「埋設型」

・メンテンナンスが容易

にできる「露出型」

現場に合わせてご検討く

ださい！！

ジオ・サーチ(株) 地下埋設物を地上から正確に探査する新技

術「地上・地下インフラ３Ｄマップ」を開発。３Ｄデータの活用に

より無電柱化工事の設計・施工の無駄をなくし、工期短縮します。

(株)オーコ
現行の埋設標ピン・埋設

標柱のICチップ組込型製

品の読取性能を強化し詳

細な埋設管路の情報の確

認を可能にしました。そ

の他ノンスリップ鉄蓋や

盗難防止中蓋等で無電柱

化をサポートしています。

(株)近代設計
弊社は、無電柱化事業

に係わる調査、計画、設

計、発注者支援（事業監

理業務）により、安全安

心で快適な空間の確保、

ライフラインの保全、都

市機能の高度化に貢献し

ます。

(株)秋本組 無電柱化工事なら、豊富な実績とデザイン力のある、秋本組におまかせください。

(株)オーコ 電気・通信関係・車道型ハンドホールや小型ボックス等のコンクリート製品の問題解決ほか、設計から製造まで対応しています。

シンテック(株) 通信多条数一括牽引方式の繊維さや管ラップダクト、2人で設置できる超軽量防護板ラップバッファーの開発販売をしています。

(株)長栄通建 北海道で初導入!!スピードアップと低コスト手法。最新鋭機トレンチャー・地中探査機を活用した無電柱化施工は、当社まで!!

ミリケン・ジャパン(同) 繊維さや管ラップダクト研究会では 新技術・新工法の『繊維さや管』をご提案。情報ボックス工事での採用実績あり。

ジオ・サーチ(株) 地中埋設物を可視化することで、無駄のない設計・施工が可能。工期の大幅短縮と約1億円のコスト削減に貢献。

繊維さや管ラップダクト
研究会
新技術のさや管として、

道路/河川情報ボックスの新

設・移設、電線共同溝工事

に適用でき、大幅なコスト

低減と工期短縮を実現しま

す。

無電柱化の低コストにつながる企業紹介

松岡コンクリート工業(株)
管路ボックスは、既存の

側溝を基に開発した事で、

格安に提供できる製品と

なりました。

それでもセキュリティ対

策等必要な性能はしっか

り備えています。

是非お問合せ下さい。

ミリケン・ジャパン (同)
通信・放送ケーブルの多

条収容を目的とする『繊

維さや管』。ボディ管内

のさや管を『繊維さや

管』に置き替えることで

管路占有率を抑え、管路

小型化による大幅なコス

ト低減を実現します。

当社無電柱化推進オリジナルキャラクター



◎「無電柱化を推進する市区町村長の会」とは
当会（会長 神奈川県鎌倉市長 松尾 崇）は地方行政の首長が無電柱化を推進するため2015年
に結成した団体です。 2025年６月12日現在、305の市区町村長が加盟しています。
［事務局］ 神奈川県  鎌倉市  都市整備部  道路課 〒248-8686 神奈川県鎌倉市御成町18番10号

  ℡：0467-23-3000 road@city.kamakura.kanagawa.jp

当NPOのHPで、

無電柱化を推進す

る市区町村長の会

を紹介しています⇒

無電柱化推進団体のご紹介

since 2007

私達と一緒に
日本の景色を
かえよう!!
（会員募集）

無電柱化出前授業(札幌市)

無電柱化推進住宅見学会
(浦和市)

テレビ出演（コメンテーター）

1. 無電柱化支援事業

2. 無電柱化街づくり
シンポジウム・セミナー

3．街並見学ツアー
無電柱化住宅見学会

４．研究開発（無電柱化技術）

５．広報活動（マスコミ対応）

６．啓発活動（無電柱化出前授業
・大学生インターン・無電柱化
の日イベント）

2025.7．21発行

■会員数：2025年7月現在 147（社・個人）

■事務局：大阪府吹田市内本町１-1-21

 理事長：髙田 昇

 メール： info@nponpc.net

 TEL：06-6381-4000（担当：塚田）

日本の街に美しい空を取り戻したい。
災害に強く、安全安心で住みよい街にしたい。
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